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３．研究開発の成果 

わが国では国民皆保険のもと、医療機関および介護事業者が行った医療行為、介護行為情報につい

て、DPC（１日当たりの包括評価制度）、NDB（レセプト情報・特定健診等情報データベース）や介護

レセプトデータなどの形で電子的に集められる仕組みが構築されている。この仕組みはスケールと粒

度で世界最先端であるが、収集されたデータの利活用は道半ばである。 

現在は「収集すれども活用できず」に近い状態にある大規模臨床データを適切に整理し分析する仕

組みを構築するとともに、医療スタッフの労働需要の算定に新たな ICT手法を導入することにより、

臨床研究の加速化・効率化や病院運営の効率化、関連産業振興等に資することが本研究開発の大きな

目的とした。 

具体的には以下の３点を実施した。第一に、オリジナルデータでは分析が困難な大規模データ（DPC・

NDB 等）を適切にクリーニング・加工し、仮説の探索や仮説検証へつなげる技法の開発と実際の仮説

検証（既存医薬品や医療技術のアウトカム評価を含む。）を行った。 

第二に、DPC・NDBデータを活用し、臨床研究の評価を行う指標の整理を行うことで、今後の臨床研

究および開発に向けて、医療の質評価のための基盤整備を進めた。 

最後に、情報通信技術（ICT）の発展は、従来では収集不可能であったデータ、特に地理情報のリア

ルタイム収集を可能としつつある。本研究開発では、新しい ICTの応用として看護業務（看護師の病

棟内動線）の可視化を取り上げ、医療スタッフの動線の地理情報システム的な分析を通じ、看護配置

基準や重症度、医療・看護必要度の策定およびその分析ツールの実用化（低廉化を含む）に資する分

析を行った。 

研究開発の結果、 

NDB や DPC データは複数年の医療情報が蓄積されているため、さまざまな視点で分析し、研究開発

に利活用できることがわかった。例えば、脳卒中患者に対する適切な治療の実施に影響する施設要因・

地域要因、救急・集中治療領域における高額薬剤等治療の有効性評価、低侵襲手術の施行率・アウト

カムの継時変化と医療費への影響、ハイリスク分娩におけるより安全な医療サービスの検討、漢方製

剤の使用実態の分析などについて分析や評価を実施することで研究開発に利活用可能なことがわか

った。一方、NDB データを利活用する際には、データの容量や切り出し、名寄せ、保険者間の異動な

どを考慮しなければならず、さまざまな課題や留意点があることがわかった。本研究開発については、

今後は学会発表や論文への投稿を進めていく。 

医療の質評価については、平成 26 年度の山口県の NDB データを用いて、糖尿病の診療プロセスの

分析、薬剤の副作用をスクリーニングするシステムの開発、重複処方の分析システムの開発、地域の

傷病構造を推計するプログラムの開発を行った。本研究開発を通じて、情報基盤と方法論の開発を行

い、ステム化が可能なレベルでの研究成果をあげることができた。また、地域医療構想における推計

ロジックを自治体レベルで適用することの可能性について、福岡県の 1自治体のレセプトデータを用

いて実証研究を行った結果、可能であることを示すことができた。 

看護業務（看護師の病棟内動線）の可視化については、公益社団法人 全日本病院協会所属の 3病

院で名札型赤外線センサを適用し、病棟看護師業務の可視化と分析、導入に当たっての課題整理を行

い、センサの改良促進資料を作成し、データ仕様書を作成した。既存ツールの廉価化と企業への試作

については現在要請中である。 
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